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水稲直播栽培技術の採択要因とその効果

川 崎　賢太郎┢

1. は　じ　め　に

　一般に規模の拡大は面積あたり労働時間の短縮へとつ

ながる．スケールメリットである．しかし，それを期待

できないのが稲作における育苗作業である．0χ5～1χ0 ha

層と 5～10 ha 層を比較した場合，10 a あたりの総労働

時間が 36 時間から 19 時間へと半減する一方，育苗に要

する時間は同 3χ3 時間，3χ2 時間とスケールメリットが

全く働かず，その結果，大規模農家ほど相対的に重い育

苗作業に直面している（平成 19 年産米生産費調査）．同

じく大規模農家を悩ませる存在が労働ピークである．稲

作では春の育苗・田植期と秋の収穫期が二大労働ピーク

であり，短期間のうちに迅速に作業を済ませなければ米

の品質や収量が低下してしまう．農家が一日に作業でき

る面積には限りがあるため，規模が拡大するほど，労働

ピークの軽減が重要な課題となる．

　これらを一挙に解決できる手段が直播栽培である．直

播では育苗・田植作業が不要となるため，通常の移植栽

培と比べて労働時間が大幅に短縮される．また収穫期が

移植栽培よりも遅れるため，移植と組み合わせることで

労働ピークを分散させることができる．さらに生じた余

剰労働を活用すれば，経営の複合化や規模拡大を進める

ことも不可能ではない．

　こうしたことから，多くの道府県では直播の目標面積

を設定し，導入マニュアルの整備，研修会・県単事業の

実施等を通じ，直播の普及を推進しているところである．

その結果，全国の直播面積は増加傾向にあるものの，水

稲総作付面積に占めるシェアは未だ 1％程度であり（農

林水産省〔21┥），増加の余地は多分に残されている．そ

こで本稿ではさらなる普及策に資するため，如何なる

「要因」が直播の採択行動を左右し，直播を採択した場

合にどのような「効果」が期待できるのか，という二点

に関して分析を行う．

　以下第 2節では先行研究のレビュー等を通じ，具体的

に着目すべき要因や効果を整理する．その上で第 3節で

は，技術力や作業委託との関連に注意しながら，直播の

採択要因を分析する．一方，第 4節の焦点は直播が複合
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化や規模拡大に与える効果である．セレクションバイア

スを考慮しなければ不正確な結果が得られる可能性があ

るため，propensity score matching 等の手法を用いて

分析を進める．

2. 課　題　設　定

　まず直播の採択行動を左右する「要因」であるが，第

一に考えられるべきは農地の規模や労働力の腑存状況で

あろう．全国 208 の直播農家を対象としたアンケートに

よって，直播のメリットを整理した土田他〔25〕による

と，約 50％の農家が省力化に期待を抱いている．同様

に齋藤〔23〕や仁平〔20〕も，省力化は直播導入の最大

のメリットないし動機の 1つであることをアンケート調

査から明らかにしている．ここから類推すれば，省力化

ニーズが高いと考えられる大規模農家や労働力の少ない

農家ほど，直播を採択しやすいはずである．

　第 2の要因としては農家の技術力が挙げられる．直播

栽培では，良好な種子の選別，丁寧なカルパーコーティ

ングの実施，播種精度や除草精度を高めるための本田の

柊平化や土壌硬度の調節，適切な播種深度の確保，きめ

細かな水管理，排水条件の確保，除草剤の種類や散布時

期の選択，倒伏を避けるための施肥への配慮等，あらゆ

る作業に細心の注意が要求される（梅本〔26〕）．つまり

直播栽培は，「誰にでもできる栽培方法とはなっていな

い（農林水産省〔21〕）」のである．農家に十分な技術力

が備わっていることが，直播採択の前提条件と言ってよ

い．

　第 3は圃場条件である．上述のように直播では排水条

件の確保，柊平化，鳥害回避や止水時期調整のための団

地形成が重要となるが，排水は排水施設の整った圃場ほ

ど，柊平化や団地形成は区画が整形され起伏が少ない農

地ほど，実現しやすい．また鳥害回避という意味では中

山間地よりも平野部のほうが直播に適していよう．した

がって，圃場や地理条件も直播採択に寄与しているもの

と考えられる．

　本稿ではこうした諸要因に着目して分析を進めるが，

先行研究と比べた場合の特色は，第 1に，計量経済学的

手法を用いて影響を数量的に把握する点である．例えば

規模が 1％拡大した場合にどの程度採択率が上がるか等，



諸要因の影響力を計測する試みは，先行研究には見られ

ないものである．これによって数ある要因の中でいずれ

がドミナントか，明らかにすることができる．第 2は技

術力の指標化である．一般には農家の学歴，就農年数，

単収等を用いることが多いが，これらは必ずしも技術力

を正確に表すわけでなく，あくまで代理変数でしかない．

本稿ではフロンティア費用関数を利用することで，より

ダイレクトに技術力の指標化を行う．第 3は作業委託と

の対比である．春作業の負担軽減に迫られた農家には，

直播だけでなく作業委託という選択肢もあるはずである．

これら 2つの選択を分かつ要因は何か．その対比を通じ

て直播農家の特徴を明らかにする試みもまた，先行研究

では見られない特色である．

　他方，直播の「効果」であるが，まず考えられるのは

要因面でも触れた省力化，すなわち労働時間の短縮であ

る．一歩進めて金額タームで言えば，稲作のコスト削減

や所得増大も考えられる．このうち省力化が実現される

ことについては論をまたないが，コスト削減や所得増大

は，実質的にはほとんど期待できないようである．直播

を行えば省力化が進み，育苗のためのハウスやそのス

ペース，田植機等への投資が不要となるため，確かにコ

ストは面積あたりないし総額で約 1割低下する．しかし

一方で，鳥獣害，出芽・苗立ちの悪さ，倒伏等に起因し

て，単収が平柊 1 割減少するため，生産量あたりのコス

トは移植と変わらず（農林水産省〔21〕），所得も増えに

くい（註 1）．

　このように単に移植を直播に置き換えただけでは，稲
０

作
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収益性に大きな変化は期待できないが，もし仮

に直播によって生じた余剰労働を規模拡大や複合部門の

強化等で有効活用できるならば，経
０
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０
体
０
の
０
所得を増大

させることは不可能でない．事実，数理計画法を用いた

各種の試算例は，規模拡大や複合部門の強化を伴うなら

ば，直播は経営所得の増加をもたらすという結論で概ね

一致している（工藤〔8〕，前川〔12〕，前川・南石〔13〕，

宮本他〔14〕，中原・堀内〔17〕，南石他〔18〕〔19〕）．

　このように直播の効果は大別して，稲作部門で見られ

る直接効果と，余剰労働を規模拡大や複合化に活用する

ことによって生まれる経営全体への間接効果の二点に集

約できる．このうち前者については，上述のとおり既に

一定の知見が蓄積されており，新たに分析を行う意義は

さほどない．一方，間接効果については，前出の数理計

画法を用いた研究が数多く行われているが，これらは地

代を払えば新たな農地が自由に入手できるという仮定の

下で，最適な直播面積や所得を求める，いわば仮想的な

試算であって，直播が実
０
際
０
に
０
規模拡大や複合化を推進し

ているか否かの知見を与えるものではない．そこで本稿

は間接効果に光を当て，それが実際のデータから観察で

きるかどうか検証を試みる．

3. 直播の採択要因

1）分析手法
　本節では直播の採択要因を分析する．手法は，新技術

や新品種の採択要因を探る研究で広く用いられている技

術採択モデル（Feder et al. ┤5┥）である．

　D┢＝X╈＋e┢，D＝1 if D┢＞0，D＝0 if D┢㎠0 (1)

　Dは直播を採択していれば 1，そうでなければ 0をと
るダミー変数，Xは説明変数行列，e┢は誤差項を表す．
Dは二値変数であるから，probit モデルや logit モデル
を用いれば，パラメータ ╈を求めることができる．た

だし前節で述べたとおり，春作業の負担軽減に迫られた

農家には，直播だけでなく，作業委託という選択肢も用

意されているはずである．つまり農家が直面するのは直

播か否かという二肢選択でなく，直播か作業委託か否か

という多肢選択の可能性がある．そこで直播を行ってい

る農家を「直播グループ」，直播を行わずに春作業の委

託を行っている農家を「委託グループ」，いずれも行っ

ていない農家を「移植グループ」とし，これら 3グルー

プ（註 2）の規定要因についても，multinomial probit

モデル（Hausman and Wise ┤6┥）を用いて分析する．

2）データ
　データは平成 7～18 年産の米生産費統計個票から得た．

同統計には直播作業に投入した労働時間が記載されてい

るが，これが 0より大きい農家については直播ダミー

Dを 1とし，そうでなければ 0とした．同様に，育苗
または田植の作業委託面積が 0よりも大きい場合は作業

委託ダミー DIを 1とした．
　規模と労働力には，経営耕地面積（田・畑・草地の合

計）および世帯員数（経営耕地面積あたり）を用いる．

直播で単収が 1割程度落ちることを勘案し，一部地域で

はそのぶん生産調整面積を減免する制度があるため，水

稲作付面積を用いれば内生性が生じる可能性が高い．そ

のためここでは総耕地面積を用いる．労働力の指標につ

いても，労働時間や農業従事者数を用いれば逆因果関係

（直播を採択すれば，労働時間や従事者が減少しうる）

に起因して内生性が生じうるため，世帯員数を用いた．

ただし経営耕地面積もまた直播の影響を受ける可能性が

あるため（第 4節の分析課題である），経営耕地面積お

よび世帯員数は，念のため前期のラグを用いる．また雇

用のアベイラビリティによっても労働条件は異なりうる

ことから，雇用労働を用いた経験があるか否かを表すダ

ミー変数も利用する（註 3）．このほか圃場条件を表す

指標として，地形ダミー（平地，都市，中山間地の 3通

り）および区画整理比率ダミー（50％未満，50％以上

80％未満，80％以上の 3通り．各農家の水稲総作付面

積に占める区画整理済み面積の割合で定義される）を用

いる．
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　最後に技術力の指標であるが，技術採択モデルに関す

る先行研究で頻繁に用いられているのは，農家の学歴や

就農年数である（例えばAdesina and Zinnah ┤1┥，

Cameron ┤3┥）．しかし学歴や就農年数は，技術力と必

ずしも一対一の関係にあるわけではなく，あくまで代理

変数でしかない．すなわち測定誤差が含まれている可能

性が高く，内生性が生じる恐れがある．したがってより

ダイレクトに技術力を反映する変数が望ましいが，その

意味でおそらく容易に思いつくのは，単収や面積あたり

生産費等であろう．しかし単収は技術力だけでなく，肥

料・農薬の投入量や豊凶変動にも左右される．生産費も

同じく要素価格や規模に左右される．つまりこれらもま

た代理変数の域を出ない．そこで本稿では，フロンティ

ア費用関数から算出した費用効率性（CE：Cost Effi-
ciency）を，技術力の指標として用いる．導出手順は以

下のとおりである．まず (2) 式で表される translog 型

フロンティア費用関数を fixed effect 推計する（詳細は

川崎〔7〕参照）．結果を安定させるため，推計には，北

海道と沖縄を除く都府県の水稲作付面積 50 ha 以下の農

家のうち，データが 3年以上利用可能な経営体のデータ

を用いた．

　lncit＝Э0＋ЭY lnyit＋ЭYY lnyit lnyit＋Σ
m
Эm lnwmit

　 ＋Σ
m
ЭYm lnyit lnwmit (2)

　 ＋
1
2
Σ
m
Σ
n
Эmn lnwmit lnwnit＋ui＋vit

　ここで cは全算入生産費，wは要素価格，yは米生産
量，vは誤差項，i,tはそれぞれ農家，年を，m,nは生
産要素を表すインデックスである．uは個別効果と呼ば
れる項であり，これが小さいほど効率的な経営体を意味

する．生産要素は土地，資本，労働，経常投入の 4種類

とした．また推計に先立ち，豊凶変動に基づく生産量の

測定誤差をコントロールするため，生産関数の推計を別

途行い，それによる生産量の予測値を上式の yに代入し
た．

　次に uを，区画整理比率ダミー，地形ダミー，地域
ダミー（東北，北陸，関東・東山，東海，近畿，中国・

四国，九州の 7区分），団地数，作業受託ダミー，春作

業委託ダミー DI，（春作業に限らない）作業委託ダミー，
直播ダミー Dによって最小二乗法（OLS）で回帰し
（註 4），残差 u′を求めた．かくして u′は，これら圃場
条件や経営条件，規模や要素価格の違いでは説明できな

い費用格差，つまり農家の技術力や能力に基づく効率性

の違いを表すこととなる．Dや DIを加えたのは，直播
や作業受託の影響を u′から除去し，(1) 式で逆因果関
係に基づく内生性を避けるためである．ただし推計結果

によれば，Dは uに有意な影響を及ぼしていなかった
（t値＝－0χ25）．これは前節で述べたように，直播と移

植の生産量あたりコストに差がないことに起因した結果

と考えられる．最後に得られた u′を用いて費用効率性
CEi＝exp[min(u′)－u′i] を計算し，これを以って技術
力と定義した．CEは 0から 1までの値をとり，1に近
づくほど効率性の高い経営体を意味する．特に CE＝1
は，費用がフロンティア上にある最も効率的な農家を意

味し，また例えば CE＝0χ80 は，同一の生産量，要素価
格，圃場条件や経営条件等の下であっても，費用を現状

より 20％下げる余地が残されていることを意味する．

なお CEは，技術効率性と配分効率性の積に一致し
（Kumbhakar and Lovell ┤9┥），少ない投入で高い収量

をあげている農家や，生産要素の配分が適切な農家ほど，

高い値となる．

　基礎統計量（第 1表）によると，約 1万 1Е000 の農家

のうち，直播を採択しているのは 159 戸（1χ5％）であ

る．これを採択していない農家（非直播農家）と比較す

ると，直播農家は非直播農家よりも大規模で世帯員数が

少ないことがわかる．委託グループと比べると格差はさ

らに拡大し，規模は 7倍，世帯員数は 1/3 である．一方，

CEには格差が見られず，いずれも 0χ5 強である（註 5）．
CEの分布を見ると，多くの農家は 0χ3 以上であり，最
頻層 0χ4～0χ6 で全体の 6割強を占める．CEが高まるに
つれデータ数は減るが，0χ9 以上という高い CEを達成
している農家もわずかながら（0χ24％）存在する．

3）推計結果
　(1)　直播の採択要因

　第 2表の (1) 列目が，probit モデルによる (1) 式の推

計結果である．符号と有意性に着目すると，まず CEは
正値かつ有意である．つまり技術力が高い農家ほど直播

を採択しやすい．さらに世帯員数は負値，経営耕地面積

は正値であるから，世帯員が少ない農家や大規模農家ほ

ど，換言すれば労働力に余裕がない農家ほど，採択率が

高い傾向が見いだせる．このほか中山間地では採択率が

低いが，区画整理比率の高い農家や，若い専業農家

（主・若ダミー）ほど，積極的に直播に取り組んでいる．

中山間地や区画整理比率の結果は，先述のとおり鳥害の

多さや排水・柊平化・団地形成の難易度を反映したもの

であり，若い専業農家が採択しやすいのは，新技術に対

する意欲の高さの表れであろうか．

　このように符号と有意性から判断して，規模，労働力，

技術力，圃場条件の影響は，いずれも第 2節で整理した

論点と整合的である．次にいずれの要因がドミナントか，

弾力性（註 6）を用いて観察すると，CE（1χ80）と世帯
員数（－1χ55）の絶対値が他と比べて著しく大きいこと

がわかる．なお経営面積の弾力性は 0χ34 だが，この変

数は世帯員数（経営面積あたり）の分母を通じても採択

率に影響する．こうしたルートも考慮すれば，経営面積

の弾力性は 1χ89 となり（註 7），CEに並ぶ大きさとな
る．これらに続くのが区画整理比率（80％以上），中山
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の
分
布
(全
農
家
)

デ
ー
タ
数

10
Е8
25

15
9

10
Е6
66

2Е
44
8

単
位

平
柊

標
準
偏
差

平
柊

標
準
偏
差

平
柊

標
準
偏
差

平
柊

標
準
偏
差

C
E

デ
ー
タ
数
シ
ェ
ア
(％
)

費
用
効
率
性
（

C
E
）

0～
1

0χ
53
5

0χ
11
1

0χ
53
1

0χ
10
4

0χ
53
5

0χ
11
1

0χ
53
7

0χ
11
5

≦
0χ
1

0
0χ
00

経
営
耕
地
面
積
（
ラ
グ
）

a　
27
1

38
7

1Е
08
9

1Е
36
6

25
9

33
8

16
6

24
6

0χ
1～
0χ
2

3
0χ
03

世
帯
員
数
（
面
積
あ
た
り
・
ラ
グ
）

人
/a

0χ
03
1

0χ
02
7

0χ
01
3

0χ
01
4

0χ
03
1

0χ
02
7

0χ
04
1

0χ
03
1

0χ
2～
0χ
3

59
0χ
55

雇
用
労
働
ダ
ミ
ー

0
or
1

0χ
66
2

0χ
47
3

0χ
74
8

0χ
43
5

0χ
66
1

0χ
47
3

0χ
61
5

0χ
48
7

0χ
3～
0χ
4

96
2

8χ
89

地
形
ダ
ミ
ー
（
平
地
基
準
）

0χ
4～
0χ
5

3Е
39
5

31
χ3
6

　
都
市

0
or
1

0χ
16
5

0χ
37
2

0χ
23
3

0χ
42
4

0χ
16
4

0 χ
37
1

0χ
14
6

0χ
35
3

0χ
5～
0χ
6

3Е
62
8

33
χ5
2

　
中
山
間
地

0
or
1

0χ
34
7

0χ
47
6

0χ
15
7

0χ
36
5

0χ
35
0

0χ
47
7

0χ
38
4

0χ
48
6

0χ
6～
0χ
7

1Е
96
5

18
χ1
5

区
画
整
理
比
率
ダ
ミ
ー
（
50
％
未
満
基
準
）

0χ
7～
0χ
8

60
0

5χ
54

　
　
50
～
80
％

0
or
1

0χ
10
3

0χ
30
4

0χ
06
3

0χ
24
4

0χ
10
3

0χ
30
5

0χ
10
3

0χ
30
4

0χ
8～
0χ
9

18
7

1χ
73

　
　
80
％
以
上

0
or
1

0χ
72
1

0χ
44
9

0χ
86
8

0χ
34
0

0χ
71
8

0χ
45
0

0χ
74
8

0χ
43
4

0χ
9＜

26
0χ
24

主
副
業
ダ
ミ
ー
（
副
業
的
農
家
基
準
）

合
計
　

10
Е8
25

10
0χ
00

　
主
・
若
ダ
ミ
ー

0
or
1

0χ
17
7

0χ
38
2

0χ
45
9

0χ
50
0

0χ
17
3

0χ
37
8

0χ
07
8

0χ
26
8

　
主
・
老
ダ
ミ
ー

0
or
1

0χ
13
7

0χ
34
3

0χ
16
4

0χ
37
1

0χ
13
6

0χ
34
3

0χ
09
7

0χ
29
6

　
準
・
若
ダ
ミ
ー

0
or
1

0χ
04
1

0χ
19
8

0χ
03
1

0χ
17
5

0χ
04
1

0χ
19
8

0χ
01
9

0χ
13
6

　
準
・
老
ダ
ミ
ー

0
or
1

0χ
24
5

0χ
43
0

0χ
16
4

0χ
37
1

0χ
24
6

0χ
43
1

0χ
22
1

0χ
41
5

地
域
ダ
ミ
ー
（
東
北
基
準
）

　
北
陸

0
or
1

0χ
16
8

0χ
37
4

0χ
20
8

0χ
40
7

0χ
16
8

0χ
37
4

0χ
32
5

0χ
46
9

　
関
東
・
東
山

0
or
1

0χ
18
2

0χ
38
6

0χ
13
8

0χ
34
6

0χ
18
3

0χ
38
7

0χ
13
8

0χ
34
5

　
東
海

0
or
1

0χ
06
4

0 χ
24
4

0χ
15
1

0χ
35
9

0χ
06
2

0χ
24
2

0χ
05
6

0χ
23
0

　
近
畿

0
or
1

0χ
07
9

0χ
26
9

0χ
03
1

0χ
17
5

0χ
07
9

0χ
27
0

0χ
05
6

0χ
22
9

　
中
国
・
四
国

0
or
1

0χ
11
5

0χ
31
9

0χ
21
4

0χ
41
1

0χ
11
4

0χ
31
7

0χ
09
1

0χ
28
8

　
出
典
：
平
成
7～
18
年
産
の
米
生
産
費
統
計
個
票
よ
り
筆
者
計
算
．

　
註
：
1)
　
主
：
主
業
農
家
（
農
業
所
得
が
主
で
，
65
歳
未
満
の
自
家
農
業
従
事
日
数
60
日
以
上
の
者
が
い
る
農
家
）．

　
　
　
2)
　
準
：
準
主
業
農
家
（
農
外
所
得
が
主
で
，
65
歳
未
満
の
自
家
農
業
従
事
日
数
60
日
以
上
の
者
が
い
る
農
家
）．

　
　
　
3)
　
若
（
老
)：
65
歳
未
満
で
自
家
農
業
労
働
日
数
が
15
0
日
以
上
の
者
が
い
る
（
い
な
い
）
農
家
．

　
　
　
4)
　
副
業
的
農
家
：
主
業
農
家
お
よ
び
準
主
業
農
家
以
外
の
農
家
．
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第
2
表
　
採
択
要
因
の
推
計
結
果

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

被
説
明
変
数

直
播
ダ
ミ
ー

D
直
播
グ
ル
ー
プ

委
託
グ
ル
ー
プ

委
託
ダ
ミ
ー

D
I

推
計
方
法

pr
ob
it

m
ul
ti
no
m
ia
l
pr
ob
it

m
ul
ti
no
m
ia
l
pr
ob
it

pr
ob
it

lo
g
lik
el
ih
oo
d

－
64
5

－
5Е
33
0

－
5Е
33
0

－
4Е
76
3

P
se
ud
o
R
-s
qu
ar
ed

0χ
22
2

0χ
18
2

デ
ー
タ
数
＝
10
Е8
25

係
数

t値
弾
力
性

係
数

t値
係
数

t値
係
数

t値
弾
力
性

費
用
効
率
性
（

C
E
）

1χ
14
5　

3χ
9 
┢┢
┢

1χ
80
　

1χ
48
6　

3χ
7 
┢┢
┢

－
0χ
58
5　

－
3χ
1 
┢┢
┢

－
0χ
42
4　

－
3χ
2 
┢┢
┢

－
0χ
32
　

経
営
耕
地
面
積
（
ラ
グ
）

4χ
31
E
┡0
4　

6χ
6 
┢┢
┢

0χ
34
　

5χ
02
E
┡0
4　

5χ
5 
┢┢
┢

－
5χ
80
E
┡0
4　

－
2χ
0 
┢┢
 

－
1χ
90
E
┡0
4　

－
2χ
0 
┢┢
 

－
0χ
07
　

世
帯
員
数
（
面
積
あ
た
り
・
ラ
グ
）

－
17
χ1
09
　

－
3χ
7 
┢┢
┢

－
1χ
55
　

－
18
χ1
30
　

－
2χ
9 
┢┢
┢

9χ
96
1　

9χ
6 
┢┢
┢

7χ
66
9　

12
χ3
 ┢
┢┢

0χ
34
　

雇
用
労
働
ダ
ミ
ー

－
0χ
09
3　

－
1χ
2　
　

－
0χ
18
　

－
0χ
17
3　

－
1χ
7 
┢　

－
0χ
15
4　

－
3χ
5 
┢┢
┢

－
0χ
11
7　

－
3χ
7 
┢┢
┢

－
0χ
11
　

地
形
ダ
ミ
ー
（
平
地
基
準
）

　
都
市

0χ
00
6　

0χ
1　
　

0χ
00
　

－
0χ
02
0　

－
0χ
2　
　

－
0χ
09
2　

－
1χ
5　
　

－
0χ
05
2　

－
1χ
2　
　

－
0χ
01
　

　
中
山
間
地

－
0χ
33
5　

－
3χ
2 
┢┢
┢

－
0χ
34
　

－
0χ
41
2　

－
3χ
0 
┢┢
┢

0χ
11
9　

2χ
4 
┢┢
 

0χ
10
5　

3χ
1 
┢┢
┢

0χ
05
　

区
画
整
理
比
率
ダ
ミ
ー
（
50
％
未
満
基
準
）

　
　
50
～
80
％

0χ
11
8　

0χ
7　
　

0χ
04
　

0χ
18
8　

0χ
8　
　

0χ
18
7　

2χ
3 
┢┢
 

0χ
12
0　

2χ
0 
┢┢
 

0χ
02
　

　
　
80
％
 以
上

0χ
32
3　

2 χ
4 
┢┢
 

0χ
68
　

0χ
48
6　

2χ
7 
┢┢
┢

0χ
24
2　

4χ
1 
┢┢
┢

0χ
16
5　

4χ
0 
┢┢
┢

0χ
17
　

主
副
業
ダ
ミ
ー
（
副
業
的
農
家
基
準
）

　
主
・
若
ダ
ミ
ー

0χ
21
4　

1χ
8 
┢　

0χ
11
　

0χ
09
9　

0χ
6　
　

－
0χ
57
8　

－
5χ
9 
┢┢
┢

－
0χ
47
6　

－
8χ
3 
┢┢
┢

－
0χ
12
　

　
主
・
老
ダ
ミ
ー

0χ
04
2　

0χ
4　
　

0χ
02
　

－
0χ
07
3　

－
0χ
5　
　

－
0χ
36
0　

－
4χ
7 
┢┢
┢

－
0χ
28
7　

－
5χ
7 
┢┢
┢

－
0χ
06
　

　
準
・
若
ダ
ミ
ー

－
0χ
06
3　

－
0χ
3　
　

－
0χ
01
　

－
0χ
29
8　

－
1χ
2　
　

－
0χ
90
5　

－
6χ
9 
┢┢
┢

－
0χ
66
2　

－
7χ
3 
┢┢
┢

－
0 χ
04
　

　
準
・
老
ダ
ミ
ー

0χ
07
9　

0χ
7　
　

0χ
06
　

－
0χ
03
5　

－
0χ
3　
　

－
0χ
41
5　

－
7χ
8 
┢┢
┢

－
0χ
30
9　

－
8χ
3 
┢┢
┢

－
0χ
11
　

地
域
ダ
ミ
ー
（
東
北
基
準
）

　
北
陸

0χ
25
5　

2χ
5 
┢┢
 

0χ
13
　

0χ
58
8　

4χ
2 
┢┢
┢

0χ
88
4　

15
χ2
 ┢
┢┢

0χ
63
1　

15
χ5
 ┢
┢┢

0χ
15
　

　
関
東
・
東
山

0χ
10
2　

0χ
9　
　

0χ
05
　

0χ
08
5　

0χ
6　
　

－
0χ
20
5　

－
3χ
2 
┢┢
┢

－
0χ
13
5　

－
3χ
0 
┢┢
┢

－
0χ
03
　

　
東
海

0χ
59
1　

4χ
5 
┢┢
┢

0χ
11
　

0χ
69
7　

3χ
9 
┢┢
┢

－
0χ
18
0　

－
1χ
9 
┢ 　

－
0χ
13
4　

－
2χ
0 
┢┢
 

－
0χ
01
　

　
近
畿

－
0χ
33
7　

－
1χ
4　
　

－
0χ
08
　

－
0χ
47
8　

－
1χ
7 
┢　

－
0χ
60
8　

－
6χ
9 
┢┢
┢

－
0χ
43
4　

－
7χ
0 
┢┢
┢

－
0χ
05
　

　
中
国
・
四
国

0χ
94
7　

8χ
4 
┢┢
┢

0χ
32
　

1χ
15
5　

7χ
6 
┢┢
┢

－
0χ
37
5　

－
5χ
0 
┢┢
┢

－
0χ
28
3　

－
5χ
4 
┢┢
┢

－
0χ
05
　

　
註
：
1)
　
┢┢
┢，
┢┢
，
┢は
そ
れ
ぞ
れ
1％
，
5％
，
10
％
水
準
で
有
意
で
あ
る
こ
と
を
意
味
す
る
．

　
　
　
2)
　
い
ず
れ
も
定
数
項
お
よ
び
年
次
ダ
ミ
ー
を
含
む
．

　
　
　
3)
　
主
・
準
・
若
・
老
の
意
味
は
第
1
表
を
参
照
．



間地，中国・四国であるが，その値は 0χ68，－0χ34，

0χ32 にすぎず，全て合わせても，技術力や規模・労働力

の弾力性には届かない．つまり区画整理比率が 80％未

満から以上へと上昇し，（ありえないことではあるが）

地形が中山間地から平地へと変わり，さらに農家が域外

から中国・四国へ転入したとしても，それらが採択率に

与える影響は，わずか 1％の CE上昇や規模拡大の影響
にも満たないことになる．また説明が前後するが，作業

委託ダミーを被説明変数とした場合（第 2表 (4) 列目），

最も大きな弾力性は 0χ34（世帯員数）にすぎない．つま

り技術力や規模・労働は，特に直播採択の局面で，他の

変数と比べて際立った影響を発現するに至る．

　次に規模と採択率の関係を第 1図左側に示した（註

8）．1 ha の場合，採択率はわずか 0χ2％だが，規模が拡

大するにつれ採択率は上昇し，20 ha で 8％，30 ha で

18％に達する．同様に CEの影響を表すのが同右側で
ある．規模を 30 ha で固定すると，採択率は CEが 0χ5
の場合で 16χ5％だが， CEが 0χ7 ならば 22χ8％へと 4
割近く増加する．小規模になると水準は低下するが，変

化率は増大する．例えば 1 ha の場合，採択率は CEが
0χ5 の場合で 0χ16％だが，0χ7 の場合，0χ32％へと倍増

する．このように水準と変化率の両面から見れば，技術

力はいずれの規模階層でも採択行動に強い影響を及ぼす

と言える． CEの平柊値は約 0χ5 であるから（第 1表），
上昇の余地は未だ十分に残されている．今後の技術力の

向上は直播普及の大きな鍵と言える．

　最後に得られた弾力性を用いて若干の試算を行う．セ

ンサスによると，過去 10 年（1995 年から 2005 年）で

全国の農家世帯員数や戸数は約 25％減少し，耕地面積

は約 7％減少しているが，こうした変化は直播採択率に

どのような影響を与えたのだろうか．世帯員数は面積あ

たりの値であり，またマクロ的に見れば，一戸あたり経

営面積は，耕地面積/農家数であることに注意すると，

直播採択率の変化率は，－1χ55×{(1－0χ25)/(1－0χ07)

－1}＋0χ34×{(1－0χ07)/(1－0χ25)－1}＝38％と計算で

きる．すなわち過去 10 年間の農家人口の減少と規模の

増加は，直播採択率を約 4割上昇させたことになる．

　(2)　直播と作業委託の選択

　続いて第 2表の (2)，(3) 列目がmultinomial probit

モデルの結果である．比較の基準は移植グループであり，

移植グループの係数は全てゼロと考えればよい．また

(4) 列目には，作業委託ダミー DIを被説明変数とした
probit モデルの結果を掲載した．

　まず直播グループ（(2) 列目）における係数の符号や

有意性，大小関係は，概して (1) 列目と等しい．すなわ

ち技術力が高く，世帯員数が少なく，大規模なほど直播

を採択しやすい．他方，委託グループ（(3) 列目）に目

を転じると，作業委託は CEや経営面積の減少関数，世
帯員の増加関数である．つまり技術力の低い農家や小規

模な農家，世帯員の多い農家ほど，作業委託を行う確率

が高い．このほか区画整理比率が高いほど委託しやすい

こと（註 9），平地や都市部よりも中山間地で委託が進

んでいること（註 10），主業農家や準主業農家に比べて，

（ダミーの基準である）副業的農家が最も委託率の高い

こと，また主業農家・準主業農家いずれにおいても，高

齢農家ほど委託しやすいこと等が観察される．(4) 列目

の probit モデルも同様である．

　要すれば春作業の委託は，技術力が低く，小規模，高

齢で農業への依存度が低い，中山間地の農家の間で浸透

している．これは技術力が高く，大規模で若く，農業が

所得の大半を占める平野部の農家の間で直播が選ばれて

いることと対照的である．作業受委託の本質は，十分な

労力や機械装備を持たない生産性の低い農家が，そうで

ない農家に作業を委託することによって，出し手と受け

手の双方がベターオフを実現する点にあるが，本稿の結

果はこうした側面を多分に含んだものと言える．

　ただし，作業委託には現金支出を伴う．その点，直播

では新たな支出がほとんど不要である（註 11）．また先

述のとおり（註 1），平
０
柊
０
的
０
には単収が 1割下がるため

所得の増加に期待はできないが，逆に言えば，単収さえ

第 1図　経営耕地面積・費用効率性と直播採択率

16



維持できれば直播は所得の増加につながる．このため技

術力に自信を持ち，チャレンジ精神旺盛な若い専業農家

ほど，他者への委託に頼ることなく，直播栽培に取り組

む姿が想起できる結果とも言える．

4. 直 播 の 効 果

1）分析手法
　本節では次に直播の間接効果，すなわち直播が規模拡

大や複合化の進展に与える効果を計測する．具体的には，

経営耕地面積（田・畑・草地の合計），水稲作付面積，

複合部門収入（水稲以外の農畜産物収入と作業受託収入

の和）（註 12）の 3つを，効果（outcome）を表す指標

として用いる．これら outcome を Yで表し，直播を
行った場合の outcome を Y1，行わなかった場合のそれ
を Y0 と書く．
　直播が Yに与える影響を推計する場合，まず伝統的
なパラメトリック回帰では，Y＝ZЮ＋ЮD D＋eのように，
Yが直播ダミー Dおよび各種説明変数 Zの関数で表さ
れると仮定する．このとき Dと誤差項 eが無相関なら
ば，これをOLS 回帰することによって，直播の効果 ЮD
を得ることができる．しかし Dや Yに影響を及ぼす変
数 Aが存在し，それが Zに含まれていない場合，Dと
eに相関が生じ，OLS 推計にはセレクションバイアスが
生じてしまう．例えば農家のモチベーション等は Aの
好例である．それが高い農家ほど，直播という新技術に

積極的に取り組み，同時に規模拡大や複合化にも積極的

なことが予想できるためである．Aがデータとして観察
できるならば，Aを Zに含めた上でOLS 推計すればよ
い．これはコントロール関数と呼ばれる方法である．し

かし Aが観察できないならば，eと (1) 式の誤差項 e┢
が二変量正規分布に従うと仮定した上で，最尤法によっ

て 2つの式を同時推計することが一般的である．

　しかしこれらパラメトリックな手法の最大の欠点は，

関数の型をアプリオリに仮定せねばならないことである．

さらに最尤法に関して言えば，誤差項が二変量正規分布

に従うという仮定は極めて制約的である．第 1表で見た

ように直播農家と非直播農家は，規模等の面で大きく性

質が異なるが，こうした場合，二変量正規分布は満たさ

れにくい（Cameron and Trivedi ┤2┥: p.871）．これら

の問題を解決できるのが propensity score matching

（以下，PSM）である（Rosenbaum and Rubin ┤22┥）．

セミパラメトリックな手法である PSMは，Dと Yの間
に特定の関数型を仮定せず，最尤法のように誤差項に強

い仮定を置く必要もないため，各種政策やプログラム評

価の手法として，近年様々な分野で急速に普及しつつあ

る．

　PSMは，直播採択者の Y1 と，採択者とよく似た性質
を持つ不採択者の Y0 を比較することで，直播の効果を
推計する．具体的には，まず probit モデル等によって

直播の採択率（propensity score．以下，P）を推計す
る．次に不採択者 jのウェイトを，採択者 iごとに決定
する．ウェイトは Pの値に依拠し，採択者 iの Pに近
い Pを持つ不採択者ほど高いウェイトが置かれる．そ
してそのウェイトを用いて不採択者の Y0 を加重平柊し，
Y1 との差を求める．これを全ての採択者に関して繰り
返し，平柊をとったものが直播の効果（ATT：average

treatment effect on the treated と呼ばれる）である．

フォーマルに定式化すれば，以下のように書ける．

ATT＝
1
n1
Σ

iーI1∩SP

[Y1i－E[Y0i|Di＝1,Pi]]

(3)

E[Y0i|Di＝1,Pi]＝Σ
jーI0
㎐ij Y0j

　ここで I1 は採択者の集合，I0 は不採択者の集合，SP

は common support 領域（註 13），n1 は SPを満たす採

択者の数をそれぞれ表す．ウェイト ㎐ijの選び方によっ

て，PSMにはいくつかのバリエーションが生まれるが，

本稿では最もオーソドックスな nearest neighbor

matching を用いる（註 14）．これは各採択者に，最も

近い Pを持つ不採択者から順に何戸かマッチさせる方
法である．本稿ではその戸数として，1戸（single near-

est matching）と 10 戸（ten nearest matching）の二通

りを試みる．例えば前者の場合，採択者の Pに最も近
い Pを持つ不採択者のウェイトは 1，他の不採択者の
ウェイトは 0となる．

2）推計結果
　第 3表がパラメトリック回帰の結果である．最尤法に

おける Dの説明変数は前節同様 Xとし，Yの説明変数
Zは，前期 Yおよび Xから CEを除いたものとした．
前期 Yを含めるのは可能な限り unobservable な要因を
コントロールするためである．CEは稲作の技術力であ
ることから，直播採択を通じて間接的に複合化や規模拡

大に影響を及ぼすとしても，直接的にこれら変数に影響

を及ぼすとは考えにくいため，Zから除いた．なお掲載
は省くが，定数項，地域ダミー，年次ダミーも説明変数

として用いた．例えば価格や転作条件の変化は，これら

によって間接的にコントロールされる．また直播・委

託・移植というように，選択肢が 3つ以上ある場合，2

つの選択肢でペアを組み，効果を測定する方法が一般的

なため（Lechner ┤11┥），春作業を委託している農家を

サンプルから除外した．つまり直播も委託も未実施の農

家（移植グループ）を基準に，直播の効果を測る．なお

平成 16 年以降の複合部門収入が得られなかったため，

Yを複合部門収入とする場合，データ数が他よりも少な
いことに注意されたい．

　まず最尤法（註 15）における ㎆（e┢と eの相関係数）
に着目すると，－0χ113 から－0χ008 程度と小さく，

Wald テストでも ㎆＝0という帰無仮説を棄却できない．

したがって e┢と eが相関していると言えないため，誤

17水稲直播栽培技術の採択要因とその効果
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差項の分布に強い仮定を置く最尤法をあえて用いる理由

は見いだせない．そこでOLS とコントロール関数に着

目すると，直播ダミーの符号はいずれも正だが，一部を

除いて t値が低く，ゼロと有意差を認めることはできな
い．唯一の例外は水稲面積のOLS 推計であり，5％水

準で直播ダミーは有意，係数は 0χ063 である．被説明変

数は対数値であるから，この結果は直播を採択すること

によって水稲面積が約 6％増えることを示唆する．しか

しOLS では直播の採択要因としての CEを考慮してい
ないため，セレクションバイアスが生じている可能性が

ある．そこで，これを考慮したコントロール関数の結果

を見ると，直播ダミーの係数は 0χ038 にまで低下し，有

意性も消失する．つまり複合化や規模拡大に対して，直

播が有意に影響を与えていると結論することはできない．

　続いて第 4表が PSMの結果である（註 16）．単純平

柊で比較すると，いずれも有意に採択者のほうが大きい

が，PSMによるマッチング後の値を見ると，採択者と

不採択者の差は大幅に縮まる．この差が直播の効果

（ATT）である．例えば複合部門収入の single nearest

matching によれば，ATTは 0χ187 である．これは不採

択者よりも採択者のほうが約 18χ7％，複合部門収入が多

いことを意味する．しかし注意すべきはその t値の低さ
である．0χ86 という t値は，ATTがゼロと有意差がな
いことを意味する．他のマッチング方法，他の指標も同

様であり，ATTはゼロと有意差がない．

　このようにパラメトリック回帰でも PSMでも，規模

や複合化に対する直播の効果を有意に認めることはでき

なかったが（註 17），その原因として第 1に考えられる

のは，規模拡大や複合化の意欲を持った農家の少なさで

ある．全国の直播農家を対象としたアンケートによれば，

規模拡大を目的として直播を導入した農家は 36％，複

合化目的は 28％に留まる（土田他〔25〕）．つまり大部

分の農家にとって直播は単に省力化・軽労化の手段に過

ぎない．一般に直播は補助労働を削減し，オペレータに

よるワンマン作業を可能にするため，規模拡大や複合化

意欲を持たない農家にとっての直播効果は，補助労働の

担い手である妻や母親といった女子労働や臨時雇用を削

減し，余暇や家事等を増すに留まる．

　第 2は必要条件と十分条件の区別である．規模拡大に

ついて言えば，直播導入前に規模限界で営農していたと

すれば，確かに直播による規模限界の打破は，規模拡大

の必要条件である．しかし実際に規模拡大を実現するた

めには，農地の出し手が出現すること，地域内に規模拡

大意欲を持つ者が複数いるならば，彼らとの競争に打ち

勝つこと，の二点が要求される．しかしこれらに対して

直播はなんら影響を与えない．出し手の出現は，出し手

の年齢や後継者の有無等に依存し，言うまでもなく，受

け手の直播実施状況とは無関係である．また先述のとお

り，生産費・収量ともに 1割低下するため，直播の地代

負担力への影響はほぼニュートラルと考えられる．した

がって他の農地需要者との競合において，直播農家が優

位に立つとは考えにくい．以上のことから，直播は規模

拡大の必要条件とはなっても，十分条件とはなりえない

ことがわかる．同様のことは規模拡大だけでなく，複合

化のうち作業受託についても言える．また規模拡大が進

まない以上，土地利用型作物による複合化が進展しない

ことも明らかである．

　第 3に，仮に上記の条件が全て満たされたとしても，

第 4表　間接効果の推計結果（PSM推計)

採択者 不採択者
平柊の差 t値

平柊 データ数 平柊 データ数

複合部門収入（対数）

　　単純平柊 14χ39　 97　 12χ84　 6Е898　 1χ547 7χ62 ┢┢┢

　　Single nearest matching 14χ39　 96　 14χ21　 86　 0χ187 0χ86  　

　　Ten nearest matching 14χ39　 96　 14χ36　 644　 0χ036 0χ33  　

経営耕地面積（対数）

　　単純平柊 6χ38　 129　 5χ29　 8Е218　 1χ082 14χ87 ┢┢┢

　　Single nearest matching 6χ38　 129　 6χ49　 121　 －0χ110 －1χ11  　

　　Ten nearest matching 6χ38　 129　 6χ33　 843　 0χ049 0χ92  　

水稲作付面積（対数）

　　単純平柊 5χ92　 129　 4χ81　 8Е218　 1χ110 13χ89 ┢┢┢

　　Single nearest matching 5χ92　 129　 5χ77　 118　 0χ159 1χ31  　

　　Ten nearest matching 5χ92　 129　 5χ83　 806　 0χ091 1χ49  　

　註：1)　┢┢┢，┢┢，┢はそれぞれ 1％，5％，10％水準で有意であることを意味する．

　　　2)　PSMの t値はBootstrap 法（200 回）に基づいて計算した．
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直播による省力化は主に春季に生じ，年間を通じて生じ

るものではないことから，規模拡大や複合化を進展させ

ようにも限界がある点を指摘できる．数理計画法を用い

た先行研究の試算結果を整理した宮本他〔14〕によれば，

仮に農地を自由に入手できるとしても，現行の技術体系

下での規模限界上昇率は 1～2割程度と，必ずしも大き

なものではない．しかも施設・機械の作業能率や作業可

能時間を考慮しない推計では規模が過大評価されている

可能性も指摘されている（南石他〔19〕）．直播は革新的

な規模拡大促進技術というよりも，むしろ省力化や軽労

化，省資材化を目的とする技術（梅本〔26〕）なのであ

る．複合化についても同様であり，年間を通して複合化

が進めやすくなるわけではないことから，余剰労働を有

効に複合化に結びつけられるか否かは，部門構成等に大

きく左右される．規模や複合化に対する効果を有意に認

めることができなかったのは，こうした背景によるもの

と考えられる（註 18）．

5. お　わ　り　に

　本稿では米生産費調査の個票データを利用し，直播採

択の「要因」と「効果」を分析した．前者の分析からは，

まず規模や労働力が直播の採択行動を大きく左右する要

因であることがわかった．近年農家人口の減少と規模拡

大が徐々に進展しつつあるが，本稿の結果によれば，過

去十年間のこうしたトレンドは，直播採択率を 4割近く

上昇させていたことが示唆された．この結果は，今後も

高齢農家のリタイアや担い手への農地集積が進むならば，

直播のニーズが継続的に上昇しうることを示唆するもの

にほかならない．こうした未来に備え，早い段階から普

及体制を充実しておくべきであろう．

　しかし直播を導入する上での最も大きな課題と予想さ

れるのが，農家の技術力である．フロンティア分析から

得た費用効率性を技術力の指標に用いて分析を進めたと

ころ，技術力が採択率を左右する極めて重要な要因であ

り，高い技術力を持つ農家ほど直播を採択しやすいこと，

逆に言えば，高い技術力がなければ直播に参入しにくい

傾向が鮮明に検出された．したがって技術指導や情報共

有化を通じて技術上の参入障壁を軽減し，その門戸を広

げていくことが望まれる．その際には対象農家を絞り込

むことも有効である．分析結果によれば，直播農家と春

作業を委託している農家はいわば対極の特徴を有してい

た．技術力が高く，大規模で若い専業農家の間で直播が

選ばれているのに対し，委託を選んでいるのは技術力が

低く，小規模高齢な兼業農家であった．つまり春作業が

重荷になっている農家が皆直播を取り入れているわけで

は決してなく，直播を採択している農家には一定の特徴

が見られる．技術指導や普及活動を図る上では，全農家

を対象に薄く広く行うのではなく，大規模層を中心に呼

びかけるなど，一種のターゲティング，選択と集中が有

効と言える．

　一方，直播の「効果」を存分に引き出すためには，稲

作部門で発揮される直接効果だけでなく，余剰労働の活

用による規模拡大・複合化といった間接的な効果も重要

な鍵となる．本稿ではこうした間接効果が観察されるか

どうか，パラメトリック回帰や propensity score

matching を用いて検証したが，いずれの手法でもその

明瞭な証拠を見いだすことはできなかった．もちろん各

種事例研究が示すように，なかにはうまく規模拡大や複

合化に結び付けている優良事例も存在しよう．しかし我

が国稲作農家の平柊像を眺めたとき，規模や複合化に対

する効果は必ずしも有意に検出できないのである．

　この結果が示唆するのは，まず規模拡大や複合化を前

提としたシミュレーションが数多く行われているが，そ

れらは直播の効果を過大に評価している恐れがあるとい

う点である．確かにそうした試算は直播の潜在的な可能

性を物語るものとしては適当かもしれないが，現実がそ

のとおりに進むとは限らないことに留意すべきであろう．

また直播に関する既存の実態調査では直接効果が主な焦

点となっており，間接効果の入念な検証は行われてこな

かった．今後は現地調査やアンケート調査等を通じた，

本稿の結果の裏付けや補完分析が求められる．余剰労働

が規模拡大や複合化につながらず，さらに単収減に起因

して稲作の所得増にも結びつきにくいとすれば（註 1），

現段階における直播の唯一のメリットは，省力化・軽労

化ということになる．こうした結果は農家人口の減少や

高齢化をふまえればもちろん一定の意義を持つが，さら

なる普及をはかる上で，経済的なインセンティブとして

不十分なことも否めない．直播技術を一層魅力あるもの

にするためにも，余剰労働の活路や単収の改善策を模索

していくことが今後の重要な課題と言えよう．

(註 1) 移植の所得 ITを PY－Cと書くならば（P：価格，Y：
生産量，C：コスト），直播では生産量とコストが 1割減るた
め，直播の所得は 0χ9 PY－0χ9 C＝0χ9 IT である．よって IT が
負でない限り，直播は所得の増大につながらない．このよう
に平柊的に見れば所得増大につながらないにもかかわらず，
直播の導入が進んでいるのは，省力化・軽労化のメリットが
重視されているためであろう．
(註 2) 厳密には，直播と委託を同時実施，直播のみ実施，委
託のみ実施，いずれも未実施，という 4グループに分類すべ
きだが，同時実施は 30 件と多くないことから，これと直播の
み実施（129 件）を，併せて直播グループとした．選択肢を 4
つに増やすと極めて長い計算時間を要するという問題もある
（Cameron and Trivedi ┤2┥: p.516）．
(註 3) データが観察できる間に，雇用労働を一度でも採用し
ていれば 1をとるダミー変数である．
(註 4) uには年次変動がないと仮定されているため，説明変
数は農家ごとの平柊値とした．
(註 5) 約 0χ5 という平柊値は，先行研究に比べて決して低すぎ
るわけではない．例えば米国畜産業を題材に CEを推計した
Mosheim and Lovell ┤16┥では，平柊 0χ42 である．
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(註 6) 各説明変数が 1％増加したときの，採択率の変化率．
ただし説明変数がダミーの場合，その値が 0から 1に変化し
た場合の，採択率の変化率とした．全サンプルの平柊値を各
変数に代入して求めた．
(註 7) 経営面積が 1％増えれば，まず採択率が 0χ34％上昇す
る．またこのとき「世帯員数/経営面積」が約 1％減少するた
め，それによって採択率は 1χ55％上昇する．したがって採択
率は計 1χ89％上昇することになる．
(註 8) 計算の際には，「世帯員数/経営面積」の分母変化も考
慮した．他の変数は，全サンプルの平柊値で固定した．

(註 9) 大型機械による効率的作業が可能となること，圃場整
備によって圃場が柊質化し，出し手・受け手間の情報の非対
称性が解消されること（國光 ┤10┥): p.106）等に起因した結
果であろう．
(註 10) 中山間地では水管理や畦畔の草刈りの負担が重く，鳥
獣害リスクも高いため，受け手にとって作業受委託のほうが
賃貸よりも好まれることが背景にあるのではないか（作業受
委託では水管理や雑草管理は出し手が行い，受け手の収入は
受託料金で固定されリスクがない）．
(註 11) 委託・直播別に支出や収益の比較を行った例として宮
武〔15〕がある．
(註 12) 麦類，いも豆類，野菜，花き，受託の収入を別個に用
いたり，組み合わせを変える等，いくつかの分類方法を試み
たが，結論には影響しなかった．平柊的には，複合部門収入
は直播農家の総収入の 31％を占め，内訳は野菜 9％，麦 7％，
受託 5％，花き 3％等である．
(註 13) common support 領域については（註 16）を参照．
(註 14) このほか kernel matching や local linear matching も
試みたが，balancing property が満たされないため，採用を
見送った．
(註 15) 最尤法による (1) 式の推計結果は，第 2表 (1) 列目と
ほぼ同様のため掲載を省く．
(註 16) probit モデルによる Pの推計結果は，定性的には第 2
表 (1) 列目と同様のため掲載を省く．なお PSMを用いるた
めには，conditional independence（CI）仮定，balancing
property（BP）条件，common support（CS）条件を満たす
ことが必要である．このうちCI 仮定（Y0 ⊥ D|P）を満たす
ために，Pの予測に用いる説明変数Wとして，Dだけでなく，
Yに影響しうる変数も加えた（Smith and Todd ┤24┥）．さら
にWに含まれる各変数ごとに，採択者と不採択者との間で平
柊値の差を t検定し，有意差があった場合にはそれが解消さ
れるまで，二乗項や交差項をWに加えた（BP条件）．その結
果Wは，定数項，前期 Y，前期 Y 2，CE，CE 2，前期経営面
積，前期世帯員数および各種ダミー変数（区画整理比率，地
形，雇用労働，主副業，年次，地域）のほか，Yが複合部門
収入の場合，経営面積2，世帯員数2，経営面積×世帯員数，
経営面積2×世帯員数2を加えたものとした．また採択者の P
が，不採択者の Pの最大値以上または最小値以下となる場合
には，その採択者をサンプルから除外した（CS条件）．また
Pが高くなると相対的に不採択者が少なくなり，Pがかけ離
れた農家同士がマッチされかねないため（Dehejia and Wah-
ba ┤4┥），いずれの場合も，マッチさせた後の不採択者を再度
母集団に戻し，他のマッチにも用いられるようにした（re-
placement）．
(註 17) 直播が規模に与える影響は検出できないが，前節で見
たように，規模は直播採択に影響を及ぼしている．こうした
因果関係の「向き」を区別できる点が，本稿で行った計量経
済分析のメリットである．

(註 18) 直播の採択によって，その後の規模拡大や複合化の進
展ペースに変化が生じるかどうかについて，直播が普及して
いる数箇所の地域を対象に，県や普及センターの担当者に聞
き取りを行ったところ，いずれの地域からも（データではな
く，あくまで現場の実感に基づくものだが），特に明瞭な変化
を認めることはできない旨の回答が得られた．

[付記]　本稿の作成にあたり，伊藤順一氏（農林水産政策研究
所），茅野甚治郎氏（宇都宮大学），本誌編集委員および二名
の匿名査読者から有益なコメントをいただいた．ここに記し
て謝意を表したい．なお，本稿は筆者の個人的な見解を示し
たものであり，筆者の属する機関のものではない．またあり
うべき誤りは全て筆者の責任である．
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